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議      長  日程第３「議案第38号松田町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する

条例」を議題といたします。 

 町長の提案説明を求めます。 

町      長  議案第38号松田町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例を別紙

のとおり制定する。令和元年12月３日提出、松田町長 本山博幸。 

 提案理由。地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律により、新た

に会計年度任用職員制度が創設されたことに伴い、会計年度任用職員の給与、

報酬及び費用弁償についての条例を制定したいため、提案するものであります。

よろしくお願いいたします。 

議      長  町長の提案説明が終わりました。担当課長の細部説明を求めます。 

参事兼総務課長  それでは、議案第38号松田町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する

条例について御説明させていただきます。この条例は、提案理由にありますと

おり、法律の改正に伴いまして新たに会計年度任用職員制度が創設されたこと

により条例等の整備を行うものでございます。 

整備の内容でございますが、新規に制定する松田町会計年度任用職員の給与

及び費用弁償に関する条例により、会計年度任用職員の給与や費用弁償につい

て規定をしていくものでございます。 

１枚おめくりください。１ページをごらん願います。総則、第１条の目的で

ございますが、地方公務員法第22条の２第１項により新たに設けられる会計年

度任用職員につきましては、地方自治法及び地方公務員法の規定に基づき、そ

の給料、手当、旅費、報酬、費用弁償等をこの条例に定めることを目的として

おります。 

 次に、第２条の定義でございます。第１号では、１週間当たりの勤務時間が

一般の職員と同じ勤務時間の会計年度任用職員をフルタイム会計年度任用職員

と定義してございます。以下、説明の中では「フルタイム」というふうに言わ

せていただきます。次に、第２号では、フルタイム以外の会計年度任用職員を

パートタイム会計年度任用職員と定義してございます。こちらも、以下「パー

トタイム」というふうに言わせていただきます。また、第３号では、任命権者

を地方公務員法に規定する任命権者ということで定義をしてございます。 
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 次に、第３条の会計年度任用職員の給与でございますが、第１項では、この

条例における給与の定義として、フルタイムの場合、給料、地域手当、通勤手

当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当及び期末手

当を言います。パートタイムは報酬と期末手当という規定をしてございます。

第２項では、給与の支払い方法の原則を規定し、第３項では、公務についての

費用弁償の給与からの除外を規定しているものでございます。 

 ページをおめくりください。第４条でございます。フルタイム会計年度任用

職員の給料でございますが、フルタイムの給料は別表１の給料表によるものと

し、職種の区分により適用し、第２項では全てのフルタイムに適用することと

しています。 

 次の第５条、職務の級においては、その職務について、職種ごとに複雑、困

難、責任の程度に基づき給料表の級は分類するものとし、その分類の基準とな

るべき職務の内容を別表２に定めてございます。また、第２項では、職務の級

は任命権者がこの基準により決定することとしております。さらに、第６条の

号給につきましては、町長が規則で定める基準に従い任命権者が決定するとい

うことにしてございます。 

 それでは、５ページほど、５枚ほどおめくりいただけますでしょうか。13ペ

ージになりますが、別表１がございます。職種別の給料表となっておりまして、

表の中の左上、（１）として一般事務員、事務補助員、技術職員、保育士、幼

稚園教諭等の区分が示されてございます。また、14ページ、次のページの中段

（２）につきましては、保健師、看護師の規定、それと最下段の（３）が医師

職ということでの給料表の位置づけがございます。この３つの区分でそれぞれ

職務の級が１級と２級の別に、号給については１号給から30号給までの給料月

額。医師職については25号給ということで規定をさせていただきました。また、

15ページには、別表第２といたしまして、職務の内容等について基準を設けて

ございます。この表も給料表と同様の（１）から（３）の職種区分で、それぞ

れ１級または２級の職務の級の基準となる職務を定めているというものでござ

います。 

 すいません、もう一度すいませんが前の２ページにお戻りいただきたいと思
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います。第７条のフルタイムの給料の支給方法でございます。松田町職員の給

与に関する条例の第５条、計算の期間、また第６条、昇給、昇格の規定を準用

することとしております。以下、第８条から、地域手当から、３ページの第13

条、夜間勤務手当までは、それぞれ職員の給与条例の規定を準用することとし、

必要な読みかえを行うことを規定してございます。 

 第14条のフルタイムの給料の端数処理では、時間外勤務手当等の算定の際の

１円未満の端数処理を規定しているというものでございます。 

 １枚おめくりください。４ページでございます。第15条、フルタイムの期末

手当を規定してございます。任期の定めが６月以上のフルタイムにつきまして

の期末手当を支給するということで、職員の給与条例を準用するほか、第２項

及び第３項では、任期について、支給となる、対象となる６月以上のフルタイ

ム職員とみなすケースを規定してございます。 

 第16条のフルタイムの地域手当の支給方法につきましては、職員の給与条例

の規定の準用を規定し、次のページになります第17条でございますが、フルタ

イムの１時間当たりの給与額では、時間外勤務手当等の算出に用いる１時間当

たりの給与額の算出方法を規定してございます。 

 第18条、フルタイムの給与の減額において、勤務しなかった場合にその１時

間当たりの給与額を減額することを規定してございます。 

 次に、第19条、ここからはパートタイムになります。パートタイム会計年度

任用職員の報酬でございます。フルタイム以外の会計年度任用職員、パートタ

イムにつきましては、地方自治法の規定により報酬を支給し、条例で定めるこ

ととされております。第１項では、その報酬を月額、日額、時間額として任命

権者が決定することとしております。６ページをお願いいたします。第２項で

は月額のパートタイム職員、第３項では日額、第４項では時間額のそれぞれの

報酬額を規定しておりますが、これら算出の基礎となる標準月額を第５項で規

定しているものでございます。基準月額につきましては、パートタイム職員の

勤務時間をフルタイムと同一とした場合に、その職務の内容、責任、職務遂行

上必要な知識、経験に照らし合わせまして、この条例の第４条から第６条まで

に規定する区分の給料表の級及び号給に当てはめた給料月額に100分の３を乗
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じた額を加算した額を標準月額としています。地域手当の部分でございます。 

 それでは、上に戻っていただき、第２項の月額報酬でございますが、この基

準月額にパートタイム職員の１時間の勤務時間を乗じて通常の職員の１週間の

勤務時間で除した額といたします。次に、第３項の日額報酬でございますが、

同じく基準月額を21で除した額。21というのは、平均の月の出勤日数というこ

とで、21で除した額に１日の勤務時間を7.75で除した数を乗じた額としており

ます。 

次に、第４項では、第20条、パートタイムの特殊勤務手当に係る報酬でござ

いますが、特殊勤務に従事することを命ぜられた場合には、特殊勤務手当条例

に準じた額を報酬として支給するということとしております。 

 次に、７ページの第21条のパートタイムの時間外勤務に係る報酬でございま

す。第１項では、正規の勤務時間以外の勤務を命ぜられた場合には、その時間

外勤務に係る報酬を支給することとし、第２項では、その報酬額を規定してご

ざいます。次の第３項では、週休日の振り替え等により正規の勤務時間を超え

て勤務したパートタイムに対する報酬を規定してございます。次で、８ページ

をお願いいたします。第４項では、１月に60時間を超えた時間外勤務について

の報酬額等を規定してございます。 

 次に、第22条、パートタイムの休日勤務に係る報酬でございますが、祝日や

年末年始における勤務について、休日勤務に係る報酬を支給することとし、第

２項においてその報酬額を規定し、第３項ではその休日勤務相当時間を他の日

に勤務させないこととした場合には、その報酬は支給しないとしております。 

 次に、第23条、パートタイムの夜間勤務に係る報酬でございますが、午後10

時から翌日の午前５時までの間に正規の勤務を命ぜられた場合には、夜間勤務

に係る報酬を支給することとし、第２項においてその報酬額を規定してござい

ます。 

 次に、第24条では、パートタイムの報酬の端数処理を規定してございます。 

 第25条、パートタイムの期末手当でございますが、任期の定めが６月以上の

パートタイムには、勤務時間が著しく少ない者として町長が規則で定める者を

除き期末手当を支給することとし、職員の給与条例を準用するとともに読みか
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えを行ってございます。10ページをお願いいたします。第２項と第３項につき

ましては、フルタイムと同様に任期について支給対象となる６月以上のパート

タイム職員とみなすケースを規定してございます。 

 第26条は、パートタイムの報酬の支給についての規定であり、第１項では、

月の１日から末日までを計算期間として、町長が規則で定める日に支給するも

のでございます。第２項では、日額または時間額のパートタイムは、その勤務

日数または時間数に応じて支給するものでございます。次のページになります。

第３項及び第４項では、月額のパートタイムについて、職員になった日から退

職した日までの報酬を毎月支給いたしますが、それらの日が月の１日や月末以

外となった場合は日割りを行うことを規定してございます。 

 次に、第27条のパートタイムの勤務１時間当たりの報酬額でございますが、

第１項では、時間外勤務等に係る報酬額の算出に用いる１時間当たりの報酬額

の算出方法を規定をしておりまして、第１号では月額報酬の場合、第２号では

日額報酬の場合、第３号では時間額報酬の場合のそれぞれの算出方法を規定し

てございます。 

 次に、第28条、パートタイムの報酬の減額でございますが、月額報酬と日額

報酬のパートタイムについては、正規の勤務時間に勤務しないときの報酬の減

額を定めてございます。 

 12ページをお願いいたします。第29条、会計年度任用職員の給与からの控除

ですが、職員の給与条例を準用するものでございます。 

 第30条、町長が特に必要と認める会計年度任用職員の給与ですが、職務の特

殊性を考慮いたしまして、町長が特に必要と認める会計年度任用職員の給与に

ついては、町長が規則で定めることとしています。 

 次に、第31条のパートタイムの通勤に係る費用弁償ですが、パートタイムが

職員の給与条例の通勤手当を支給する要件に該当するときは、通勤に係る費用

弁償を支給し、第２項でその費用弁償の支給方法については職員給与条例の規

定を準用することを規定してございます。 

 第32条、公務のため、旅行に係る費用弁償でございますが、会計年度任用職

員が公務のための旅行の際には、費用弁償を支給するものとし、第２項でその
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額は職員の旅費に関する条例の規定を準用することとしています。 

 13ページになります。第33条、休職者の給与では、休職者の休職期間中の無

給を規定し、第34条、委任では、この条例の施行に関し、必要な事項は規則委

任を規定しているものでございます。 

 続きまして、附則でございますが、この条例の施行日を令和２年４月１日と

するものでございます。 

説明は以上でございます。御審議のほど、よろしくお願いいたします。 

議      長  担当課長の細部説明が終わりました。それでは、これより質疑に入ります。

質問のある方いらっしゃいませんか。 

６ 番 井  上  それではですね、何点かお伺いをしたいと思います。まずですね、この会計

年度任用職員の中で、今までの臨時職員がですね、フルタイムとパートタイム

に分かれたというふうに理解をしております。ただ、この新規条例で、国の法

改正による部分なんですけれども、まず１点ですね、かなりこの条例の中では

規則委任をされている部分がございます。参考資料として、その規則が添付さ

れて…上程された議案にはですね、添付されておりません。その規則ができて

いるのかということがまず１点でございます。 

 ２点目といたしましては、今までですね、町のほうの臨時職員として勤めて

きていただいた方の実際のですね、給料、待遇等がどういうふうに変化をした

のか。例えば、今までですとですね、時間単価幾らで雇用していたいわゆるア

ルバイトの方がですね、時間額、日額等によるパートタイム職員というふうな

振り分けになったのか。また、月幾らとかですね、日額幾らというふうな臨時

職員の方がフルタイムになったのかと思いますけれども、なかなか今回はです

ね、期末手当の支給とかですね、有給の日数等があって、実際にどういうふう

にですね、手取り額といいますか、町から支給される金額、１日当たりの平均

額、そういったものが期末手当、または有給休暇を取得するとですね、やはり

そういう日数分多分減らされる。期末手当の分ですね、単価、日額、時間額、

月額等の単価が引き下げられて、町からの支払いとしてはですね、変わらない

ような対応になっているのかどうか。そういったものを示すものは、なかなか

口頭では難しいと思いますが、現行のアルバイト賃金等との比較はどうなって
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いるのか。その２点をお伺いをしたいと思います。 

参事兼総務課長  お答えさせていただきます。まず、規則の関係ですけれども、あらかたです

ね、案としては、事務局の中で規則はでき上がってはございますが、まだ最終

的に調整していかなきゃいけない部分がございますので、まだできてないとい

うのが正直なところでございます。 

 それと、あと、これまでの役場の中でお勤めになられている時間単価でのア

ルバイト的な方、そういう方々が今後どのようになるのかというところですが、

基本的に、今回の地方公務員法と地自法の改正によって、要は働き方について

ですね、格差をなくすというところが一つ大きな命題があるわけですが、その

中で、今現状の非常勤の職員の方々についての、要は身分的な保障、そこをし

っかりと明確に厳格化されるというところが今回の法改正の趣旨でございます。 

 そういった中で、今、松田町の中で臨時雇用として雇われている方々の位置

づけをどのようにしていくかということで考えますと、先ほど議員おっしゃら

れたように、フルタイムまたはパートタイムというようなことに大きく分けら

れます。フルタイムにつきましては、通常の正規職員と全く同じような時間帯、

日数で勤務される方についてはフルタイム。今まで、これまで時間単価で正規

職員以外のですね、時間数で働いている方々をパートタイムという位置づけに

は大きくなってございます。大きくですね、神奈川県の最低労働賃金がござい

ますので、そこは最低限確保した中で、月額になるのか、日額になるのか、時

間額になるのかは、その方々の処遇によって変わってきますので、ただ、そこ

の先ほど言いました最低単価についてはクリアできるような体制をとっていく

というような条例でございます。 

 その中でどういうふうに金額が変わってくるかといいますと、基本的には、

やはり６月以上の雇用が出てきますので、パートタイムの方にしても、フルタ

イムの方にしても、期末手当が支給されることになります。ですので、大きく

は、その期末手当の支給部分がこれまでの時間単価でお勤めになられていた支

給額、要は御本人が手取りでもらうお金ですね、それがふえてくるということ

になろうかというふうに今算定はしているところでございます。 

６ 番 井  上  お答えありがとうございます。まず、１点目の規則ですね、まだでき上がっ
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ていないということですけれども、予算も編成をされているということでです

ね、この規則ができないとこの条例に基づいた予算組みというのができないの

ではないかなというふうに思います。可能であればですね、この議案第38号は

委員会付託となるということでなっていますのでですね、その委員会の間にで

すね、規則をぜひ出していただいてですね、それを委員会の中で審議をしてい

きたいと思いますので、お願いを、規則提出、参考資料としての提出をお願い

をしたいと思います。 

 ２点目のですね、現行の賃金単価とですね、この会計年度任用職員のフルタ

イム、パートタイムへの移行に伴ってどうなのかという、金額的にどうなのか

というお尋ねはですね、全体として、例えばその有給休暇があり、期末手当も

あるので、単価を引き下げてそういう調整をされるのかなというふうに思いま

したが、今の回答の中ではですね、最低賃金との絡みもありますけれども、基

本的には有給休暇、期末手当はプラスだと、単価的には現行のまんま推移をす

るという解釈でよろしいのかと思います、２点目についてですね。 

１点目の規則の提出の可能性とですね、２点目の、単価的には現在と同じ職

務内容、勤務内容であれば、それがそれぞれパートタイム、フルタイム会計年

度任用職員へと移行した場合もですね、期末手当等を除いた場合には、単価的

には変わらず移行するのかどうか、その辺について再度お答えを願います。 

参事兼総務課長  １点目の規則の添付の話ですけれども、今現状できているところで最大限努

力して提出できるようにしたいというふうに考えてございます。 

 ２点目の、賃金の、要は手当の関係ですけれども、これについては、基本的

には、先ほど申しましたように最低賃金を割らないところでの支給ができるよ

うな形になりますので、議員おっしゃられるように、年休並びに期末手当、こ

れは任用期間にもよりますけれども、それによって保障されるというところで

ございます。ただ、これはですね、財政的な、要は予算、今編成時期でござい

まして、財政的な部分もございますので、任用に当たってはこれから調整して

いかなきゃいけない部分ですので、今までの全員がそのまま横にスライドして

要は雇用されるかというところは、今後整理していかなきゃいけない部分にな

ろうかというふうに思っております。以上です。 
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６ 番 井  上  結構です。 

５ 番 田  代  議案第38号会計年度任用職員の関係の条例改正です。これについては、法律

の趣旨からいってある程度説明わかります。あと、この後、41号で職員定数条

例等の一部を改正する条例、これについても関連があるので一緒に質疑をさせ

ていただきます。 

 前回いただいた11月の18日の資料、そのときの資料で拝見しますと、交通指

導隊、それと行政協力員、自治会長さんなんですけど、この２つの団体の方が、

地方公務員法３条第３項の該当で言うと、該当しないというふうな説明をいた

だきました。考え方としては、この新しい制度、会計年度任用職員の制度が始

まると私人扱いなんだというふうな説明でした。現在、松田町交通指導隊設置

条例については条例設置されております。これが、要は、言いたいのは、この

２つの制度で指導隊と行政協力員がなくなって要綱になってしまうような説明

だったんですよ。法律的に仕方ないのかもしれないですけれども、何らかの形

で要綱ではなくて残せないのかなという、そんな説明なんだけど。以上です。 

議      長  田代議員に申し上げます。41号の提案説明のときにこちらをお願いできます

か。 

５ 番 田  代  はい、わかりました。そうさせていただきます。 

議      長  38号について、ほかの方、ございませんか。 

（「なし」の声あり ） 

 この辺で質疑を打ち切りたいと思いますが、御異議ございませんか。 

（「異議なし」の声多数 ） 

 異議なしと認めます。質疑を打ち切ります。 

 ただいま議題となっています議案第38号松田町会計年度任用職員の給与及び

費用弁償に関する条例は、総務文教常任委員会へ付託したいと思いますが、御

異議ございませんか。 

（「異議なし」の声多数 ） 

 異議なしと認めます。よって、議案第38号松田町会計年度任用職員の給与及

び費用弁償に関する条例は、総務文教常任委員会へ付託の上、審査することに

決定しました。総務文教常任委員会で議案第38号松田町会計年度任用職員の給
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与及び費用弁償に関する条例の審査をよろしくお願いします。 


